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　（1）　Brady v. Maryland 判決の登場





















































































































































































平成 19 年 12 月 25 日決定は，警察手帳が開示の対象として取り上げられ
たものであった。一方，警察手帳ではなく，あくまでも私費で購入したノー
トに書き留められたメモの場合を真正面から論じたのが，最高裁平成 20 年


























当初平成 19 年決定では，その根拠として，犯罪捜査規範 13 条を持ち出し



















































































































Mooney v. Holohan 判決は，まさに Brady 判決によってその趣旨が拡張さ
れたものであった。ここで連邦最高裁は，偽証による証言を利用して，検察
官が有罪を獲得することを適正手続違反であるとし，「基本的な正義の要請と









































ことであるが， ② 開示に当たっては， 隠された証拠が， 公判の結果 （the out-







（2）　United States v. Argus 判決による展開
いわゆる Brady 法理を拡大させる判例も，その後，登場していく。注目
















































































1985 年 United States v. Bagley 判決で，次のように判示した。「私たちは，































































































































































































































が等しく存在している。その不十分さが誤判原因にもなり， かつ OFD， すな
わち事前全面証拠開示論の登場に繋がっていることも，見過ごせないであろ
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